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本発明の 目的は、端子付電線の製造の工数及 び設備の増大 を要す る ことな く、電線の絶縁被覆 と防水
樹脂部 との間の部分の止水性 を高 めることである。端子付電線 （1 ) は、ポ リオ レフイン系樹脂の絶縁
被覆 （1 2 ) を有す る絶縁電線 （1 0 ) と、絶縁被覆 （1 2 ) の表面 に全周 に亘 つて形成 され た接着層
( 3 0 ) と、イ ンサ ー ト成形 によ り形成 され た防水樹脂部 （4 0 ) とを備 える。防水樹脂部 （4 0 )

は、絶縁電線 （1 0 ) にお ける接着層 （3 0 ) の部分か ら金属端子 （2 0 ) にお ける芯線 （1 1 ) との
接続部 （2 1 ) まで を覆 う。接着層 （3 0 ) は、エチ レン及びグ リシジル メタク リレー トの共重合体 と
フエノール系硬化剤 との配合物か らなる。防水樹脂部 （4 0 ) は、芳香族ナイ ロンか らなる。



明 細 書

発明の名称 ：端子付電線及びその製造方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、絶縁電線及びその端部に設けられた金属端子を含む端子付電線

及びその製造方法に関する。

背景技術

[0002] 昨今、 自動車に搭載されるワイヤハーネスにおいて、絶縁電線及びその端

部に設けられた金属端子を含む端子付電線は、より高い防水性能が求め られ

ている。防水機能を有する端子付電線は、端部の防水領域を覆 う防水樹脂部

を備える。以下、防水樹脂部を備える端子付電線のことを防水端子付電線 と

称する。

[0003] 防水樹脂部は、合成樹脂材料か らな り、絶縁電線の端部における絶縁被覆

の部分か ら金属端子における芯線 との接続部 までの領域を含む保護領域をィ

ンサ一 卜部 とするインサ一 卜成形によって保護領域を覆 って形成された部分

である。

[0004] また、防水端子付電線の製造工程において、防水樹脂部のインサー ト成形

が行われる前に、接着剤が、絶縁電線の端部における絶縁被覆の表面に全周

に亘 つて塗布される。 この接着剤は、絶縁被覆 と防水樹脂部 との隙間を塞 ぎ

つつ、絶縁被覆 と防水樹脂部 とを接着する接着層 となる。 この接着層は、水

の浸入を防 ぐ止水部 としても機能する。

[0005] 防水端子付電線において、絶縁被覆の熱膨張係数 と防水樹脂部の熱膨張係

数 とは異なるため、接着層は、絶縁被覆 と防水樹脂部 との間の熱膨張の差に

対応できる伸縮性を備える必要がある。一般に、止水剤 として機能する接着

剤の材料 としては、耐水性及び伸縮性を有するシ リコン系樹脂又はゴム系樹

脂の接着剤が用いられる。

[0006] しか しなが ら、絶縁電線が、才 レフィン系樹脂であるポ リオ レフイン系樹

脂の絶縁被覆を有する場合、シ リコン系樹脂又はゴム系樹脂の接着層が採用



されると、絶縁被覆と防水樹脂部との接着性 （止水性）が不十分となる。そ

のため、芯線と金属端子との接続部への浸水が生 じやすくなり、この浸水が

、芯線及び金属端子の接続部における腐食及び接触不良の原因となる。

[0007] 一方、特許文献 1 には、防水端子付電線の製造工程において、絶縁電線の

絶縁被覆にコ口ナ放電処理又はブラズマ放電処理を施すことにより、才レフ

ィン系樹脂の絶縁被覆と接着剤との接着性を高めることが示されている。

先行技術文献

特許文献

[0008] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 6 _ 1 3 4 5 8 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0009] しか しながら、端子付電線の製造工程において、コロナ放電処理又はブラ

ズマ放電処理を行うことは、製造工数の増大を招 くとともに、高額な設備の

導入を必要とする。

[001 0] 本発明は、絶縁電線と金属端子との接続部を覆う防水樹脂部を有する端子

付電線において、製造の工数及び設備の増大を要することなく、ポリオレフ

ィン系樹脂の絶縁被覆と防水樹脂部との間の部分の止水性を高めることを目

的とする。

課題を解決するための手段

[001 1] 本発明に係る端子付電線は、以下に示す各構成要素を備える。

[001 2] ( 1 ) 第 1 の構成要素は、導電性の芯線及び該芯線の周囲を覆うポリオレ

フィン系樹脂の絶縁被覆を有する絶縁電線である。

[001 3] ( 2 ) 第 2 の構成要素は、前記絶縁電線の端部において前記芯線と電気的

に接続された金属端子である。

[0014] ( 3 ) 第 3 の構成要素は、エチレン及びグリシジルメタクリレー 卜の共重

合体とフエノ一ル系硬化剤との配合物からなり、前記絶縁電線の端部におけ

る前記絶縁被覆の表面に全周に亘つて形成された接着層である。



[001 5] ( 4 ) 第 4 の構成要素 は、芳香族 ナイ ロンか らな り、 少な くとも前記絶縁

電線 における前記接着層が形成 された部分か ら前記金属端子 における前記芯

線 との接続部 までの領域 を含む保護領域 をィ ンサ一 卜部 とするイ ンサ一 卜成

形 によつて前記保護領域 を覆 って形成 された防水樹脂部 である。

[001 6] 本発 明に係 る端子付電線 において、前記接着層 は、 」 1 3 の 6 2 5 1 の

規定 に従 った試験 による _ 4 0 °C の環境 の下で 1 0 4 . 7 % 以上の伸びが生

じる材料か らなることが望 ま しい。

[001 7] また、本発明に係 る端子付電線 において、前記絶縁被覆及び前記接着層の

接着強度 は、 J S の K 6 8 5 0 の規定 に従 った試験 による 1 5 0 °C の環境

の下で 1 8 3 k P a 以上であることが望 ま しい。

[001 8] また、本発明は、本発明に係 る端子付電線 を製造する方法の発明 と して捉

え られてもよい。即 ち、本発明に係 る端子付電線 の製造 に好適な製造方法 は

、以下 に示 され る各工程 を有 する。

[001 9] ( 1 ) 第 1 の工程 は、 エチ レン及び グ リシジル メタク リレー 卜の共重合体

とフエノ一ル系硬化剤 との配合物 か らなるシ一 卜状 の接着剤 である接着 シ一

卜を、前記絶縁電線 の端部 の前記保護領域 における前記絶縁被覆 にその全周

に亘 つて巻 き付 けるシ一 卜巻 き付 け工程 である。

[0020] ( 2 ) 第 2 の工程 は、前記絶縁電線 の端部 に巻 き付 け られた前記接着 シー

卜を、加熱することによ り前記絶縁電線 の前記絶縁被覆 に接着 させ る接着工

程 である。

[0021 ] ( 3 ) 第 3 の工程 は、前記絶縁電線 における前記保護領域 をイ ンサ一 卜部

とするイ ンサー ト成形 によ り、芳香族 ナイ ロンか らなる樹脂材料 を、前記保

護領域 を覆 う形状 の前記防水樹脂部へ成形 するイ ンサー 卜成形工程 である。

発明の効果

[0022] 本発 明によれば、絶縁電線 と金属端子 との接続部 を覆 う防水樹脂部 を有 す

る端子付電線 において、製造の工数及び設備 の増大 を要することな く、 ポ リ

才 レフ ィ ン系樹脂 の絶縁被覆 と防水樹脂部 との間の部分の止水性 を高め るこ

とがで きる。



[0023] また、本発明に係る製造方法によれば、後述するように、本発明に係る端

子付電線の製造のリードタイ厶が大幅に短縮される。

図面の簡単な説明

[0024] [ 図1]本発明の実施形態に係る端子付電線 1の平面図及び側面図である。

[図2]端子付電線 1の製造手順を示す模式図である。

[図3]端子付電線 1の防水性能の評価のための試験方法を示す模式図である。

[図4]端子付電線 1の防水性能の評価結果を示す図である。

発明を実施するための形態
[0025] 以下、添付の図面を参照しながら、本発明の実施形態について説明する。

以下の実施形態は、本発明を具体化した一例であり、本発明の技術的範囲を

限定する事例ではない。

[0026] < 実施形態>

まず、図 1 を参照しつつ、本発明の実施形態に係る端子付電線 1の構成に

ついて説明する。図 1 に示されるように、端子付電線 1は、絶縁電線 1 0 と

金属端子 2 0 と接着層 3 0 と防水樹脂部4 0 とを備える。

[0027] 絶縁電線 1 0 は、導電性の芯線 1 1及び芯線 1 1の周囲を覆うポリオレフ

イン系樹脂の絶縁被覆 1 2 を備える。絶縁電線 1 0 において、芯線 1 1の端

部は、絶縁被覆 1 2 の端部から延び出て形成されている。

[0028] 芯線 1 1は、例えば、銅、銅合金もしくはアルミニウム合金などの金属材

料からなる。一方、絶縁被覆 1 2 は、例えば、架橋ポリエチレン又は架橋ポ

リプロピレンなどのポリオレフィン系樹脂からなる。

[0029] 金属端子 2 0 は、絶縁電線 1 0 の端部において芯線 1 1 と電気的に接続さ

れた端子である。金属端子 2 0 は、銅もしくは銅合金などの金属材料からな

る金具である。金属端子 2 0 は、バスバ一、電装機器の端子部又は他の端子

付電線の端子などの接続相手と接続される部分である。図 1 に示される例で

は、金属端子 2 0 は、ネジが通される貫通孔が形成された平板状の端子であ

る。しかしながら、金属端子 2 0 が、貫通孔のない板状又は棒状などの他の

形状を有することも考えられる。



[0030] 例 えば、金属端子 2 0 は、超音波溶接などによって絶縁電線 1 0 の端部の

芯線 1 1 に対 して固定される。或いは、金属端子 2 0 が、絶縁電線 1 0 の芯

線 1 1 及び絶縁被覆 1 2 の部分の各々に圧着 されるか しめ部が形成 された圧

着端子である場合、金属端子 2 0 は、絶縁電線 1 0 の端部 に圧着 されて固定

される。

[0031 ] 接着層 3 0 は、絶縁電線 1 0 の端部 における絶縁被覆 1 2 の表面に全周に

亘 つて形成 された接着剤の層である。接着層 3 0 は、絶縁被覆 1 2 の外側面

と防水樹脂部 4 0 の内側面 とを接着するとともに、それ らの隙間を塞いでい

る。

[0032] 防水樹脂部 4 0 は、端子付電線 1 の端部 における所定の保護領域 をィンサ

一 卜部 とするインサー 卜成形 によって保護領域 を覆 って形成 された樹脂部材

である。保護領域は、少な くとも絶縁電線 1 0 における接着層 3 0 が形成 さ

れた部分か ら金属端子 2 0 における芯線 1 1 との接続部 2 までの領域 を含

む領域である。

[0033] 端子付電線 1 の特徴は、ポ リオ レフィン系樹脂の絶縁被覆 1 2 に対する接

着層 3 0 及び防水樹脂部 4 0 各々の材料の組合せにある。即ち、端子付電線

1 において、接着層 3 0 は、エチ レン及びグ リシジルメタク リレー 卜の共重

合体 とフェノ一ル系硬化剤 との配合物か らなる接着剤の層である。 さらに、

防水樹脂部 4 0 は、芳香族ナイロンか らなる樹脂部材である。以下の説明に

おいて、エチ レン及びグ リシジルメタク リレ一 卜の共重合体のことを E T —

G M A 共重合体 と称する。

[0034] 接着層 3 0 の元 となる樹脂の配合物 （接着剤）において、 フエノール系硬

化剤は架橋剤 と しての役割を果たす。 フエノ一ル系硬化剤は、 ノボラックタ

ィプのフエノール樹脂及び レゾ一ルタイプのフエノール樹脂のいずれであつ

てもよい。なお、 ノポラックタイプのフエノール樹脂は、硬化剤 とともに加

熱されることにより反応が進み、 3 次元架橋 して硬化する。一方、 レゾ一ル

タイプのフエノ一ル樹脂は、それ自体が加熱されることにより反応が進み、

3 次元架橋 して硬化する。



[0035] また、接着層 3 0 の元 となる樹脂の配合物 （接着剤）において、 E T —G

M A 共重合体に含まれるグリシジルメタクリレー 卜は、ァクリル基及びェポ

キシ基を含む 2 官能モ ノマ一である。 E T —G M A 共重合体が含まれること

により、耐熱性の向上又は耐油性の向上などの効果が得 られる。

[0036] < 端子付電線 1 の製造方法>

次に、図 2 を参照 しつつ、端子付電線 1 の製造手順の概略について説明す

る。なお、図 2 は、端子付電線 1 の製造手順を示す模式図である。

[0037] 端子付電線 1 の製造工程において、 まず、端子接続工程が行われる。端子

接続工程は、金属端子 2 0 を、溶接又はか しめによって絶縁電線 1 0 の端部

に取 り付ける工程である。 これにより、図 2 ( a ) に示されるように、絶縁

電線 1 0 の芯線 1 1 と金属端子 2 0 とが、一体に連結されるとともに電気的

に接続される。

[0038] なお、図 2 ( a ) において、絶縁電線 1 0 に接続される前の金属端子 2 0

が仮想線 （2 点鎖線）により描かれている。

[0039] 次 に、図 2 ( b ) に示されるように、シ一 卜巻 き付け工程が行われる。シ

— 卜巻 き付け工程は、シ一 卜状の接着剤である接着シ一 卜3 O S を、絶縁電

線 1 0 の端部における絶縁被覆 1 2 の部分にその全周に亘 つて巻 き付けるェ

程である。 ここで、接着シ一 卜3 O S は、 E T —G M A 共重合体 とフエノー

ル系硬化剤 との配合物か らなるシ一 卜状の接着剤である。接着シ一 卜3 0 S

は、例えば、数十マイクロメ一 トルか ら数百マイクロメ一 トル程度の厚みで

形成されている。

[0040] なお、図 2 ( b ) において、絶縁電線 1 0 に巻 き付けられる前の接着シ一

卜3 0 S が仮想線 （2 点鎖線）により描かれている。

[0041 ] シ一 卜巻 き付け工程において、絶縁被覆 1 2 に巻 き付けられた接着シ一 卜

3 0 S の終端部分は、加熱された金属部材などによって加熱されることによ

り、接着シ一 卜3 O S の他の部分に仮止めされる。 これにより、接着シ一 卜

3 O S は、絶縁被覆 1 2 に巻 き付けられた状態で環状に保持される。接着層

3 0 の元 となる接着シ一 卜3 O S は、熱可塑性の合成樹脂か らな り、いわゆ



るホッ卜メル トタイプの接着剤である。

[0042] 次に、図 2 ( c ) に示されるように、接着工程が行われる。接着工程は、

絶縁電線 1 0 の端部に巻き付けられた接着シ一 卜3 O S を、 ヒータ 5 によ

つて加熱することにより、絶縁電線 1 0 の絶縁被覆 1 2 に接着させる工程で

ある。これにより、 E T —G M A 共重合体とフエノール系硬化剤との配合物

からなる接着層 3 0 が、絶縁電線 1 0 の端部における絶縁被覆 1 2 の表面に

形成される。

[0043] 接着シ一 卜3 0 S が採用されることにより、揮発性の溶剤で希釈された状

態の接着剤を絶縁被覆 1 2 の表面に塗布する塗布工程、及び溶剤を揮発させ

る乾燥工程は必要でなくなる。一般に、乾燥工程は、溶剤を完全に揮発させ

るために長時間を要する。従って、乾燥工程がなくなることにより、端子付

電線 1 の製造のリー ドタイムは大幅に短縮される。

[0044] 最後に、図 2 ( d ) に示されるように、インサー ト成形工程が行われる。

インサ一 卜成形工程は、絶縁電線 1 0 における保護領域をインサ一 卜部とす

るインサ一 卜成形により、芳香族ナイ口ンからなる溶融状態の樹脂材料 4 0

P を、端子付電線 1 の保護領域を覆う形状の防水樹脂部 4 0 へ成形する工程

である。

[0045] インサー ト成形工程においては、まず、端子付電線 1 の保護領域は、防水

樹脂部 4 0 を成形するための金型 5 2 の内部の予め定められた位置に配置さ

れる。その後、芳香族ナイロンからなる溶融状態の樹脂材料 4 0 P が、樹脂

供給装置 5 3 から金型 5 2 内へ射出される。これにより、芳香族ナイロンの

防水樹脂部 4 0 が、端子付電線 1 の保護領域を覆う形状に成形される。

[0046] なお、図 2 ( d ) に示される金型 5 2 の図は、金型 5 2 の断面図である。

[0047] インサー ト成形の前に一旦固化 した接着層 3 0 は、インサー ト成形におけ

る溶融樹脂の熱によって一時的に軟化 し、成形物である防水樹脂部 4 0 と溶

着する。これにより、接着層 3 0 によって絶縁電線 1 0 の絶縁被覆 1 2 と接

着された防水樹脂部 4 0 が形成される。

[0048] ところで、インサー ト成形の際に、接着層 3 0 が、射出された溶融樹脂か



ら受ける圧力によって絶縁被覆 1 2 か ら剥がれないことが重要である。即ち

、絶縁被覆 1 2 及び接着層 3 0 の接着強度が、インサー ト成形の際に溶融樹

脂か ら受ける最大せん断応力を上回る必要がある。 このことを考慮すれば、

絶縁被覆 1 2 及び接着層 3 0 の接着強度は、 J I S の K 6 8 5 0 の規定に従

つた試験 による 1 5 0 °C の環境 （雰囲気温度）の下で 1 8 3 k P a 以上であ

ることが望 ま しい。

[0049] < 効果>

接着層 3 0 を構成するエ チ レン及び絶縁被覆 1 2 を構成するポ リオ レフ ィ

ン系樹脂は、いずれも才 レフ ィン系樹脂であるため、相互に分子 レベルで結

合 しやす く、強固に接合する。

[0050] また、接着層 3 0 を構成するグ リシジルメタク リレー 卜は極性基 （ェポキ

シ基）を有 し、防水樹脂部 4 0 の材料である芳香族ナイロンも、極性基 （ァ

ミ ド基）を有する。そのため、接着層 3 0 と防水樹脂部 4 0 とは、それぞれ

の極性基の引力によって強固に接合する。

[0051 ] 以上に示 したことか ら、ポ リオ レフイン系樹脂か らなる絶縁被覆 1 2 と芳

香族ナ イ ロ ンか らなる防水樹脂部 4 0 とは、 E T —G M A 共重合体 とフ エ ノ

—ル系硬化剤 との配合物か らなる接着層 3 0 によって強固に接着 される。 し

かも、 E T —G M A 共重合体を含む接着層 3 0 は、絶縁被覆 1 2 と防水樹脂

部 4 0 との間の熱膨張の差 に対応できる十分な伸縮性 を有するとともに、耐

水性 にも優れている。従 って、端子付電線 1 が採用されることにより、絶縁

被覆 1 2 と防水樹脂部 4 0 との間の部分の止水性 を高めることができる。 し

かも、端子付電線 1 が採用された場合、製造の工数及び設備の増大を要する

こともない。

[0052] さ らに、 E T —G M A 共重合体を含む接着層 3 0 及び芳香族ナイロンか ら

なる防水樹脂部 4 0 は、耐油性 にも優れている。そのため、端子付電線 1 は

、 自動車におけるエンジンオイル又はブレーキオイルなどの油の付着が想定

される場所での使用にも適 している。 また、 フエノール 系硬化剤 を含む接着

層 3 0 は、耐熱性 にも優れている。そのため、端子付電線 1 は、 自動車にお



ける高温になる場所での使用にも適 している。

[0053] また、 E T —G M A 共重合体とフエノール系硬化剤との配合物からなる樹

脂は、シ一 卜状に形成することができる。従って、接着層 3 0 を形成するェ

程において、接着シ一 卜3 O S を絶縁電線 1 0 に巻き付けるとともに接着シ

— 卜3 0 S を加熱する工程を採用することができる。この場合、揮発性の溶

剤で希釈された状態の接着剤を絶縁被覆 1 2 の表面に塗布する塗布工程、及

び溶剤を揮発させる乾燥工程は必要でなくなる。その結果、端子付電線 1の

製造のリー ドタイムは大幅に短縮される。

[0054] ところで、一般に、自動車に搭載されるワイヤハーネスは、_ 4 0 °Cから

1 5 0 °C までの範囲の温度の環境においての使用が想定される。また、絶縁

電線 1 0 における絶縁被覆 1 2 の厚みは0 . 7 m m以下であることが多い。

さらに、防水樹脂部4 0 に要求される強度の条件を満たしつつ、防水樹脂部

4 0 を極力軽量化するためには、防水樹脂部4 0 の厚みは、 1 . 0 m m程度

であることが望ましい。

[0055] 従って、自動車用の端子付電線 1 において、接着層 3 0 は、以上に示 した

条件の下において、絶縁被覆 1 2 と防水樹脂部4 0 との間の熱膨張の差を埋

める伸縮性を有することが望ましい。そのためには、接着層 3 0 は、 J I S

の K 6 2 5 1 の規定に従った試験により、伸縮性の面で最も厳 しい環境温度

である—4 0 °Cの環境 （雰囲気温度）の下で 1 0 4 . 7 %以上の伸びが生じ

る材料からなることが望ましい。

[0056] < 評価試験及び評価結果>

以下、図3 及び図4 を参照 しつつ、端子付電線 1の防水性能の評価方法及

び評価結果について説明する。図3 は、端子付電線 1の防水性能の評価のた

めの試験方法を示す模式図である。

[0057] 端子付電線 1の防水性能の評価試験は、端子付電線 1 と、端子付電線 1 と

比較 して接着層の材料のみが異なる2 種類の端子付電線とを比較 した試験で

ある。以下の説明において、評価対象とした3 種類の端子付電線のことを評

価サンプル 2 と総称する。また、図3 に示される符号 3 0 X は、評価サンプ



ル 2 の接着層を表す。

[0058] なお、図 3 において、図 1 及び図 2 に示される構成要素 と同 じ構成要素に

は同 じ符号が付されている。

[0059] 図 3 に示されるように、評価サンプル 2 において、絶縁電線 1 0 における

金属端子 2 0 と接続された側 と反対側の端部は、熱収縮チューブなどの閉塞

材 8 により、絶縁被覆 1 2 の内側へ空気が入 らないように密封されている。

[0060] また、評価サンプル 2 において、防水樹脂部 4 0 の端か ら接着層 3 O X ま

での寸法 L 1 は 2 m mである。即ち、接着層 3 0 X は、防水樹脂部 4 0 の端

か ら2 m m奥 まった位置に形成されている。さらに、評価サンプル 2 におい

て、接着層 3 0 X の幅 L 2 は、 1 O m mである。 また、接着層 3 0 X の厚み

は、 1 0 m以上である。

[0061 ] また、評価サンプル 2 において、芯線 1 1 の直径は 2 . 4 m mであ り、絶

縁被覆 1 2 の厚みは 0 . 7 m mであ り、防水樹脂部 4 0 における絶縁被覆 1

2 を覆 う部分の厚みは 2 . 0 2 m mである。

[0062] また、評価試験において、評価サンプル 2 における、防水樹脂部 4 0 の一

部か ら閉塞材 8 で密封された側の絶縁電線 1 0 の端部 までの部分は、筒部材

9 の内側に揷入された状態で保持される。さらに、筒部材 9 の一方の開口 9

は、防水樹脂部 4 0 により密閉されている。

[0063] また、評価試験において、評価サンプル 2 における、先端の金属端子 2 0

か ら筒部材 9 で囲まれた絶縁電線 1 0 の一部 までの領域が、水槽 7 内に溜め

られた水 6 に浸されている。さらに、評価試験において、最大 1 0 0 k P a

の圧力の圧縮空気が、筒部材 9 の他方の開口 9 2 か ら供給される。

[0064] 以上に示された評価試験において、評価サンプル 2 における防水樹脂部 4

0 と金属端子 2 0 との隙間の部分か ら気泡が生 じない場合を合格 （O K ) 、

気泡が生 じた場合を不合格 （N G ) と評価 した。 また、評価試験は、環境温

度 （雰囲気温度）が異なる4 パターンの試験条件 E C 1 ~ E C 4 各々の下で

行われた。

[0065] 第 1 の試験条件 E C は、環境温度が常温 （約 2 5 °C ) で維持された条件



である。第 2 の試験条件 E C 2 は、環境温度が 1 5 0 °Cで維持された条件で

ある。第 3 の試験条件 E C 3 は、環境温度が_ 4 0 °Cで維持された条件であ

る。第4 の試験条件 E C 4 は、環境温度が、 _ 4 0 °〇と 1 0 0 °C との間を 5

分間で変化 し、 _ 4 0 °C もしくは 1 0 0 °Cで 3 0 分間維持された条件である

[0066] 図 4 は、端子付電線 1 の防水性能の評価結果を示す図である。図4 におい

て、符号 S O，S , S 2 は、 3 種類の評価サンプル 2 の識別符号である。

[0067] 第 1評価サンプル S 0 は、端子付電線 1 である。即ち、第 1評価サンプル

S 0 の接着層 3 O X は、 E T —G M A 共重合体及びフエノール系硬化剤の配

合物からなる接着剤の層である。一方、第 2 評価サンプル S 1 の接着層 3 0

X は、シ リコン系接着剤の層である。また、第 3 評価サンプル S 2 の接着層

3 0 X は、プチルゴ厶系接着剤の層である。

[0068] また、図4 において、 「O K」は、評価サンプル 2 における防水樹脂部 4

0 と金属端子 2 0 との隙間の部分から気泡が生 じず合格であつたこと、 「Ν

G」は、気泡が生 じて不合格であったことを示す。

[0069] 図 4 に示されるように、環境温度が 1 5 0 °Cで維持された第 2 の試験条件

E C 2 の下では、 3 種類の評価サンプル 2 の全てにおいて良好な結果が得 ら

れた。 しか しながら、その他の環境温度の条件の下では、 E T —G M A 共重

合体及びフェノ一ル系硬化剤の配合物からなる接着層 3 0 X を有する端子付

電線 1 のみにおいて良好な結果が得 られ、その他の評価サンプル 2 において

は良好な結果が得 られなかった。以上の評価結果により、端子付電線 1 の優

れた止水性が実証された。

符号の説明
[0070] 端子付電線

評価サンプル

E C , E C 2 , E C 3 , E C 4 試験条件 （温度条件）の識別符号

S O , S , S 評価サンプルの識別符号

6 水



水槽

閉塞材

筒部材

絶縁電線

芯線

絶縁被覆

金属端子

接続部

， 3 0 X 接着層

S 接着 シ一 卜

防水樹脂部

P 樹脂材料

ヒ一タ

金型

樹脂供給装置

, 9 筒部材の開口



請求の範囲

[ 請求項 1] 導電性の芯線 （1 1 ) 及び該芯線 （1 1 ) の周囲を覆 うポ リオ レフ

イン系樹脂の絶縁被覆 （1 2 ) を有 する絶縁電線 （1 0 ) と、

前記絶縁電線 （1 0 ) の端部 において前記芯線 （1 1 ) と電気的に

接続 された金属端子 （2 0 ) と、

エチ レン及び グ リシジル メタク リレー 卜の共重合体 とフ エ ノール系

硬化剤 との配合物か らな り、前記絶縁電線 （1 0 ) の端部 における前

記絶縁被覆 （1 2 ) の表面 に全周 に亘 つて形成 された接着層 （3 0 )

と、

芳香族ナイロンか らな り、少な くとも前記絶縁電線 （1 0 ) におけ

る前記接着層 （3 0 ) が形成 された部分か ら前記金属端子 （2 0 ) に

おける前記芯線 （1 1 ) との接続部 までの領域 を含む保護領域 をイン

サ一 卜部 とするインサ一 卜成形 によって前記保護領域 を覆 って形成 さ

れた防水樹脂部 （4 0 ) と、 を備 えることを特徴 とする端子付電線。

[ 請求項2] 前記接着層 （3 0 ) は、 J I S の K 6 2 5 1 の規定に従 った試験 に

よる— 4 0 °C の環境の下で 1 0 4 . 7 % 以上の伸びが生 じる材料か ら

なる、請求項 1 に記載の端子付電線。

[ 請求項3] 前記絶縁被覆 （1 2 ) 及び前記接着層 （3 0 ) の接着強度 は、 J I

S の K 6 8 5 0 の規定に従 った試験 による 1 5 0 °C の環境の下で 1 8

3 k P a 以上である、請求項 1 又 は請求項 2 に記載の端子付電線。

[ 請求項4] 導電性の芯線 （1 1 ) 及び該芯線 （1 1 ) の周囲を覆 うポ リオ レフ

イン系樹脂の絶縁被覆 （1 2 ) を有 する絶縁電線 （1 0 ) と、前記絶

縁電線 （1 0 ) の端部 において前記芯線 （1 1 ) と電気的に接続 され

た金属端子 （2 0 ) と、 少な くとも前記絶縁電線 （1 0 ) の端部 にお

ける前記絶縁被覆 （1 2 ) の部分か ら前記金属端子 （2 0 ) における

前記芯線 （1 1 ) との接続部 （2 ) までの領域 を含む保護領域 を覆

つて形成 された防水樹脂部 （4 0 ) と、 を備 える端子付電線 を製造す

る方法であ って、



エチ レン及び グ リシジル メタク リレー 卜の共重合体 とフエノール系

硬化剤 との配合物か らなるシ一 卜状の接着剤である接着 シ一 卜 （3 0

S ) を、前記絶縁電線 （1 0 ) の端部の前記保護領域 における前記絶

縁被覆 （1 2 ) にその全周 に亘 つて巻 き付 けるシ一 卜巻 き付 け工程 と

前記絶縁電線 （1 0 ) の端部 に巻 き付 け られた前記接着 シー ト （3

0 S ) を、加熱することによ り前記絶縁電線 （1 0 ) の前記絶縁被覆

( ) に接着 させる接着工程 と、

前記絶縁電線 （1 0 ) における前記保護領域 をインサー ト部 とする

インサー ト成形 によ り、芳香族ナイロンか らなる樹脂材料 を、前記保

護領域 を覆 う形状の前記防水樹脂部 （4 0 ) へ成形するインサー ト成

形工程 と、 を有することを特徴 とする端子付電線の製造方法。
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